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熊本県告示第６９７号 
  漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条第１項
の同意を求めるため、漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項
の規定による事前の届出があったので、同条第３項の規定により次のとおり公示し、届出
に係る指定漁船調書を縦覧に供する。 
  平成２１年７月３１日 
                                           熊本県知事 蒲 島  郁 夫 
１ 加入区の名称              
    宮野河内加入区 
２ 発起人の住所及び氏名 
    天草市河浦町宮野河内１３０番地     杉元 孝  
  天草市河浦町宮野河内２０１８番地２１  田中 啓吾  
  天草市河浦町宮野河内２０６４番地２   田中 保記   
３ 法第１１３条第１項の申出をする漁業協同組合 
  天草漁業協同組合  
４ 縦覧期間 
  平成２１年７月３１日から平成２１年８月１４日まで 
５ 縦覧場所 
  天草漁業協同組合 

 
 
熊本県告示第６９８号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により次の指定
障害福祉サービス事業者から変更の届出があったので、同法第５１条の規定により公示す
る。 
  平成２１年７月３１日  
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫  

事業者の名称、事

業所の名称及び事

業の種類 

変更があった

事項 

変更前の内容 変更後の内容 変更年月日  

 

 

株式会社福祉サー

ビス熊本 

福祉サービス熊本 

居宅介護・重度訪

問介護 

事業所の名称

・住所 

有限会社福祉サ

ービス熊本 

八代市大村町５

７２－２ 

福祉サービス熊

本 

八代市田中町５

７３－８ 

平成２１年

４月１４日 

 
 
熊本県告示第６９９号 
 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条の２第１項の規定により次の
とおり自動車税（普通徴収に係るものに限る。）に係る徴収金の収納の事務を委託するこ 
ととしたので、同条第６項において準用する同令第１５８条第２項の規定により告示する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

委託した相手方の名称及び所在地 委託内容 委託期間 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

収納事務の取

りまとめ 

平成２１年７月１日から 

平成２２年６月３０日まで 

株式会社セブン－イレブン・ジャパン 

東京都千代田区二番町８番地８ 

直営店舗又は

加盟店舗にお

ける収納事務

同上 

株式会社ローソン 

東京都品川区大崎一丁目１１番２号 

同上 同上 

株式会社ファミリーマート 

東京都豊島区東池袋四丁目２６番１０号 

同上 同上 
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株式会社サークルＫサンクス 

愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

同上 同上 

株式会社デイリーヤマザキ 

東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号 

同上 同上 

株式会社エーエム・ピーエム・ジャパン 

東京都港区六本木一丁目８番７号 

同上 同上 

ミニストップ株式会社 

東京都千代田区神田錦町一丁目一番地 

同上 同上 

株式会社スリーエフ 

神奈川県横浜市中区日本大通１７番地 

同上 同上 

国分グローサーズチェーン株式会社 

東京都中央区日本橋一丁目１番１号 

同上 同上 

株式会社ポプラ 

広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６

６５番１号 

同上 同上 

株式会社セーブオン 

群馬県前橋市亀里町９００ 

同上 同上 

株式会社ココストア 

愛知県名古屋市中区栄一丁目７番３４号 

同上 同上 

 
 
熊本県告示第７００号  
 熊本県航空機騒音障害防止対策費補助金交付要項を廃止する要項を次のように定める。 
    平成２１年７月３１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
      熊本県航空機騒音障害防止対策費補助金交付要項を廃止する要項 
  熊本県航空機騒音障害防止対策費補助金交付要項（昭和５５年熊本県告示第５２号）は、
廃止する。 
   附 則 
  この要項は、告示の日から施行する。 

 
 
熊本県告示第７０１号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主た 

る事務所の所在地及

び代表者の氏名 

指定年月日

 

  事業所番号 サービスの

種類 

訪問介護事業所天の

附 

天草市牛深町３２７

５－１１ 

特定非営利活動法人

ひと・学び支援セン

ター熊本 

天草市牛深町３２７

５－１１ 

古賀 倫嗣 

平成２１年

８月１日 

4313000343 居宅介護 

重度訪問介

護 

 
 
熊本県告示第７０２号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主た 

る事務所の所在地及

び代表者の氏名 

指定年月日

 

  事業所番号 指定障害福

祉サービス

の種類 

アースアンドあい株

式会社 

球磨郡多良木町久米

３３６番地３ 

アースアンドあい株

式会社 

球磨郡多良木町久米

３３６番地３ 

有川 慶一郎 

平成２１年

８月１日 

411880142 就労継続支

援Ａ型 

 
 
熊本県告示第７０３号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項の規定により指定居宅サービス
事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （訪問介護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

訪問介護事業所 昭和の家 

熊本市大江一丁目２８番２６号 

あさひ合同会社 平成２１年７月２７日 

 
 
熊本県告示第７０４号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項の規定により指定介護予防サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の９の規定により公示する。 
    平成２１年７月３１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （介護予防訪問介護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

訪問介護事業所 昭和の家 

熊本市大江一丁目２８番２６号 

あさひ合同会社 平成２１年７月２７日 

 
 
熊本県告示第７０５号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項の規定により指定居宅サービス
事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （訪問看護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

訪問看護ステーション楽日和 

人吉市鬼木町１５２９番地２３ 

合同会社コンフィセンス 平成２１年８月１日 

 
 
熊本県告示第７０６号                                                         
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項の規定により指定介護予防サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の９の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫       
  （介護予防訪問看護）                                                   

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

訪問看護ステーション楽日和 

人吉市鬼木町１５２９番地２３ 

合同会社コンフィセンス 平成２１年８月１日 

 
 
熊本県告示第７０７号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主たる事

務所の所在地及び代表者

の氏名 

指定年月日

 

事業所番号 指定障害福祉

サービスの種

類 

就労移行支援

就労継続支援

Ａ型 

就労支援事業所 友

愛苑 

球磨郡相良村大字柳

瀬９８７番地５ 

社会福祉法人 友愛苑 

球磨郡相良村大字柳瀬９

８７番地５ 

村山 能史 

平成２１年

８月１日 

4311880134 

就労継続支援

Ｂ型 
 

 
熊本県告示第７０８号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主た 

る事務所の所在地及

び代表者の氏名 

指定年月日

 

 事業所番号 サービスの

種類 

ライフトレーニング

さんぷうか 

上益城郡山都町下名

連石５８２番地 

特定非営利活動法人

山風華 

上益城郡山都町下名

連石５８２番地 

塚本 春代 

平成２１年

８月１日 

4311400065 就労継続支

援Ａ型 

 
 
熊本県告示第７０９号 
 計量法（平成４年法律第５１号）第１９条第１項の規定により阿蘇市及び阿蘇郡におけ
る特定計量器定期検査を次のとおり実施するので、同法第２１条第２項の規定により告示
する。 
  平成２１年７月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 集合検査 

検査区域 検 査 日 検査受付時間 検 査 場 所 対象となる特定計量器 

阿蘇市 平成２１年

８月３１日 

午前１０時から午

後３時まで 

ＪＡ阿蘇 黒川

支所第二倉庫 

阿蘇市 平成２１年

９月１日 

午前１０時から正

午まで 

ＪＡ阿蘇 永水

支所 

阿蘇市 平成２１年

９月１日 

午後１時半から午

後３時まで 

ＪＡ阿蘇 山田

支所 

阿蘇市 平成２１年

９月２日 

午前１０時から午

後３時まで 

農村環境改善セ

ンター 

阿蘇市 平成２１年

９月３日 

午前１０時から午

後３時まで 

一の宮体育館 

阿蘇市 平成２１年

９月４日 

午前１０時半から

正午まで 

阿蘇市波野支所 

産山村 平成２１年

９月４日 

午後１時半から午

後３時まで 

産山村役場 

小国町 平成２１年

９月７日 

午前１１時から正

午まで 

杖立多目的広場 

小国町 平成２１年

９月７日 

午後１時半から午

後３時まで 

旧 北里小学校 

小国町 平成２１年

９月８日 

午前１０時半から

午後２時まで 

小国町役場 

小国町 平成２１年

９月８日 

午後２時２０分か

ら午後３時まで 

小国公立病院 

非自動はかり（計量法

施行令（平成５年政令

第３２９号）第５条第

１号又は第２号に掲げ

るものを除く。）、分

銅及びおもり 
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南小国町 平成２１年

９月９日 

午前１０時半から

正午まで 

南小国町自然休

養管理センター 

南小国町 平成２１年

９月９日 

午後１時半から午

後３時まで 

りんどうヶ丘小

学校 

西原村 平成２１年

９月１０日 

午前１０時から午

後３時まで 

西原村役場 

高森町 平成２１年

９月１１日 

午前１０時半から

正午まで 

高森町草部出張

所 

高森町 平成２１年

９月１１日 

午後１時半から午

後３時まで 

高森町朋遊館 

高森町 平成２１年

９月１４日 

午前１０時半から

午後３時まで 

高森町高森総合

センター 

南阿蘇村 平成２１年

９月１５日 

午前１０時から午

後３時まで 

南阿蘇村白水庁

舎 

南阿蘇村 平成２１年

９月１６日 

午前１０時から午

前１１時半まで 

南阿蘇村久木野

総合センター 

南阿蘇村 平成２１年

９月１６日 

午後１時から午後

３時まで 

ＪＡ阿蘇 長陽

中央支所 

 

 
２ 所在場所検査 

  実 施 期 日     実  施  場  所 

平成２１年９月７日から

平成２１年９月１８日ま

で 

特定計量器検定検査規則（平成５年通商産業省令第７０号）

第３９条第１項第１号から第５号に定めるものにあっては、

その計量器の所在場所 
 
３ 実施機関 
  社団法人 熊本県計量協会 

 
 
熊本県告示第７１０号                                                          
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第３２条第１項の規定により指定相談
支援事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年７月３１日  
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主た 

る事務所の所在地及

び代表者の氏名 

指定年月日

 

  事業所番号 サービスの

種類 

相談支援センター 

熊本ダルク 

熊本市北千反畑町１

番９号古荘ビル２０

１号 

ＮＰＯ法人熊本ＤＡ

ＲＣ 

熊本市北千反畑町１

番９号古荘ビル２０

１号 

谷川 誠 

平成２１年

８月１日 

4330100787 相談支援 

 
 
熊本県告示第７１１号  
  熊本県少年保護育成条例（昭和４６年熊本県条例第３０号）第７条第１項の規定により
少年に有害な興行として平成２１年７月２３日次のように指定したので、同条第２項の規
定により告示する。 
    平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

  種 別      題       名 指  定  理 由

有害指定 

映画 

美人乳母 袂の奥の・・・白い肌（新日本） 

痴漢電車 ちんちん発車（新東宝） 

  著しく性的感

情を刺激し、少
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未亡人 男と女がいる限り（新東宝） 

悩殺パンスト 美脚秘書（新東宝） 

変態シンドローム わいせつ白昼夢（オーピー） 

和服エロス・蔵の中 淫密な関係（新東宝） 

喪服の女 熟れ肌のめまい（オーピー） 

新妻と完熟妻 求愛の腰づかい（オーピー） 

緊縛 ハイヒールの女王（新東宝） 

年の健全な育成

を阻害するおそ

れがある。 

 
 
熊本県告示第７１２号 
  家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第１３条第１項の規程により次のとお
り家畜伝染病に係る届出があったので、同条第４項の規程により公示する。 
    平成２１年７月３１日                                                         
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    

病  名 区分 発 生 年  月 日 発 生 場 所 発生頭数 適 用

ヨ－ネ病 患畜 平成２１年７月２２日 合志市 １戸１頭 乳用牛

  

 
 
熊本県告示第７１３号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２１年７月３１日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 

道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 

  

前

後

幅 員 

(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 

(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考

  6.5 

  ～ 

  9.5 

 

 75.0 

  

 

 

前

  5.0 

  ～ 

 10.5 

 

 98.0 

一般県道 坂瀬川御

領線 

天草郡苓北町坂瀬川鶴ノ巣 

      ２２６２番２地先から 

同所 

      ２２５４番３地先まで 

 

後

  6.5 

  ～ 

  9.5 

 

 75.0 

  

単県側

溝（仮

設道路

の撤去）

２ 区域を変更する期日 平成２１年７月３１日 
 

 
熊本県告示第７１４号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２１年７月３１日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 

備 考

一般県道 田浦港線 葦北郡芦北町大字小田浦字外平 

          ３３７６番１地先から 

同町大字小田浦字和田 

          ３３５６番４地先まで 

   266.1 緊道整

Ｃ（改

築によ

る拡幅

のため）
２ 供用を開始する期日 平成２１年７月３１日 
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熊本県告示第７１５号 
 熊本県収納代理金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領を次のように定める。 
  平成２１年７月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県収納代理金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領 
 熊本県収納代理金融機関事務取扱要領（昭和６０年熊本県告示第２７１号の１１）の一
部を次のように改正する。 
                               
 別表第１肥後銀行玉名支店の項中「九州労働金庫玉名支店」を 
                   
   に改め、同表肥後銀行玉名駅前支店の項を削る。 
組合」 
   附 則                         
  この要領は、平成２１年８月３日から施行する。 

 
 
熊本県告示第７１６号 
 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３７条の２第２項の規定により、八代港港湾隣
接地域の指定に関する公聴会を、次のとおり開催する。 
  平成２１年７月３１日 
                   八代港港湾管理者 熊本県 
                    代表者 熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 開催の日時 平成２１年８月１１日（火） 午前１０時３０分から 
２ 開催の場所 八代港湾労働者福祉センター 
３ 八代港港湾隣接地域に指定しようとする地域 
 （１）区域 
  次の各点を順次直線で結んだ線と水際線により囲まれた区域 
  点１号 八代市中北町西北端の標柱（北緯３２度２９分５８．２２１秒、東経１３０ 
  度３４分３１．６６４秒）から３４６度２２分 ９８３．１ｍの点 
  点２号 点１号から ３４３度４０分  １０．０ｍの点 
  点３号 点２号から ２５３度４７分 ８２１．５ｍの点 
  点４号 点３号から ２９７度１６分 ５８８．３ｍの点 
  点５号 点４号から ２０７度１６分  １０．０ｍの点 
 （２）土地の表示 
  八代市港町７５－２、７４－３、２８４、２７７、２７８の一部 
４ 傍聴者の定員 
    １０人 
５ 傍聴手続き 
  （１）傍聴希望者は、公聴会の開催予定時刻までに、当該会議の会場において受付のう 
   え、事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
  （２）傍聴の手続は、先着順で行い、定員になり次第終了する。  
６ 問い合わせ先 
  熊本県熊本市水前寺６丁目１８番１号 
  熊本県土木部港湾課管理係 
    電話０９６－３３３－２５１５ 

 
 
熊本県告示第７１７号 
 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３
７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参
加する者に必要な資格等について告示する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 調達役務名 

熊本県情報ギガハイウェイ用幹線系通信回線サービスの調達 
２ 入札参加資格 

熊本県業務委託契約等に係る一般競争入札及び指名競争入札参加者の資格等に関する
要綱（平成１４年熊本県告示第５１６号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、
入札参加資格を有すると決定された者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に掲げる
ところにより、要綱による審査を受け、入札参加資格を得ること。 

３  入札参加資格を得るための申請方法等 
(１)  申請の方法 

２に掲げる入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要
綱に定める入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請である旨を明示
すること。）に必要書類を添付し、３の（２）の場所に持参又は郵送（書留郵便に
限る。）により提出すること。 

(２)  入札参加資格審査申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問い合わせ先 

「九州労働金庫玉名支店 

 玉名市大浜町農業協同 
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熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号  ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１（ダイヤルイン） 

(３)  入札参加資格審査申請書の受付期間 
公告の日から平成２１年８月１４日（金）までの日（閉庁日を除く。）の午前８

時３０分から午後５時までとする。 
ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資

格審査が入札に間に合わないことがある。 
(４)  資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
(５)  入札参加資格の有効期間 

入札参加資格の有効期間は、資格審査の結果を通知した日から平成２３年３月３
１日までとする。 

(６)  有効期間の更新手続 
前項の有効期間の更新を希望する者に対しては、要綱に基づく入札参加資格審査

申請の受付を平成２３年１月４日から平成２３年１月３１日（閉庁日を除く。）ま
で行う。 

 
 
熊本県告示第７１８号 
 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３
７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参
加する者に必要な資格等について告示する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 調達役務名 

①熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（県庁ＮＯＣブロック） 
②熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（宇城ＡＰブロック） 
③熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（玉名ＡＰブロック） 
④熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（鹿本ＡＰブロック） 
⑤熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（阿蘇ＡＰブロック） 
⑥熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（八代ＡＰブロック） 
⑦熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（芦北ＡＰブロック） 
⑧熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（球磨ＡＰブロック） 
⑨熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（天草ＡＰブロック） 
⑩熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（県外ブロック） 

２ 入札参加資格 
熊本県業務委託契約等に係る一般競争入札及び指名競争入札参加者の資格等に関する

要綱（平成１４年熊本県告示第５１６号。以下「要綱」という。) による審査のうえ、
入札参加資格を有すると決定された者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に掲げる
ところにより、要綱による審査を受け、入札参加資格を得ること。 

３  入札参加資格を得るための申請方法等 
(１)  申請の方法 

２に掲げる入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要
綱に定める入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請である旨を明示
すること。）に必要書類を添付し、３の（２）の場所に持参又は郵送（書留郵便に
限る。）により提出すること。 

(２)  入札参加資格審査申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問い合わせ先 
熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号  ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１（ダイヤルイン） 

(３)  入札参加資格審査申請書の受付期間 
公告の日から平成２１年８月１４日（金）までの日（閉庁日を除く。）の午前８

時３０分から午後５時までとする。 
ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資

格審査が入札に間に合わないことがある。 
(４)  資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
(５)  入札参加資格の有効期間 

入札参加資格の有効期間は、資格審査の結果を通知した日から平成２３年３月３
１日までとする。 

(６)  有効期間の更新手続 
前項の有効期間の更新を希望する者に対しては、要綱に基づく入札参加資格審査

申請の受付を平成２３年１月４日から平成２３年１月３１日（閉庁日を除く。）ま
で行う。 
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熊本県告示第７１９号 
 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３
７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参
加する者に必要な資格等について告示する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 調達役務名 

熊本県情報ギガハイウェイ用インターネット通信回線サービスの調達 
２ 入札参加資格 

熊本県業務委託契約等に係る一般競争入札及び指名競争入札参加者の資格等に関する
要綱（平成１４年熊本県告示第５１６号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、
入札参加資格を有すると決定された者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に掲げる
ところにより、要綱による審査を受け、入札参加資格を得ること。 

３  入札参加資格を得るための申請方法等 
(１)  申請の方法 

２に掲げる入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要
綱に定める入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請である旨を明示
すること。）に必要書類を添付し、３の（２）の場所に持参又は郵送（書留郵便に
限る。）により提出すること。 

(２)  入札参加資格審査申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問い合わせ先 
熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号  ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１（ダイヤルイン） 

(３)  入札参加資格審査申請書の受付期間 
公告の日から平成２１年８月１４日（金）までの日（閉庁日を除く。）の午前８

時３０分から午後５時までとする。 
ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資

格審査が入札に間に合わないことがある。 
(４)  資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
(５)  入札参加資格の有効期間 

入札参加資格の有効期間は、資格審査の結果を通知した日から平成２３年３月３
１日までとする。 

(６)  有効期間の更新手続 
前項の有効期間の更新を希望する者に対しては、要綱に基づく入札参加資格審査

申請の受付を平成２３年１月４日から平成２３年１月３１日（閉庁日を除く。）ま
で行う。 

 
 
熊本県告示第７２０号 
 熊本県物品調達及び業務委託等に関する不適正な事務処理に係る通報要綱を次のように
定める。 
  平成２１年７月３１日   
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
      熊本県物品調達及び業務委託等に関する不適正な事務処理に係る通報要綱 
１  趣旨 

この要綱は、県（企業局及び病院局を除く。）が物品調達及び業務委託等で締結する
契約（建設工事並びに測量、調査、試験、設計等の建設工事に係る委託及び道路等の公
共土木施設の維持管理に係る委託に係る契約を除く。以下「契約」という。）に関する
不適正な事務処理に係る通報を促し、適切に処理するため、必要な事項を定めるものと
する。 

２  定義 
  (１) この要綱において、「物品調達」とは物品の製造、修繕又は購入及び印刷の請負

をいい、「業務委託等」とは業務委託及び物品のリース・レンタルをいう。 
  (２) この要綱において「業者」とは、物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入

札参加資格者の資格等に関する要綱（平成１８年熊本県告示第５２１号）第５条第２
項により入札参加資格を有すると決定された者であるか否かを問わず、県と契約を締
結する者（法人の役員及び使用人を含む。）をいう。 

  (３)  この要綱において「職員等」とは、次に掲げるものをいう。 
  ア 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般職に属

する職員及び同法第３条第３項第３号に規定する特別職に属する非常勤職員。 
  イ  県の各機関を役務の提供先とする労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第２号に
規定する派遣労働者。 

  (４)  この要綱において「不適正な事務処理」とは、預け金（業者が県へ物品の納品を
行わず、業務を受託せず、物品のリース・レンタルを行わずに代金の支払いを受け、
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後の物品の納品、修繕、業務の受託又は物品のリース・レンタルのための代金として
預かること）、差し替え（業者が県から発注を受け、発注とは異なる物品の納品、修
繕、業務の受託又は物品のリース・レンタルを行い、支払いを受けること）その他の
法令上不適正な事務処理をいう。 

  (５)  この要綱において「通報」とは、契約に関し、不適正な事務処理と思われる事実
又はそのおそれのある事実（以下「通報対象事実という。」）が生じ、又はまさに生
じようとしていると思料した業者、職員等その他の者が、その旨を伝えることをいう。 

  (６)  この要綱において「通報者」とは、通報を行った者をいう。 
３ 通報窓口 

通報の窓口を管理調達課に置く。 
４ 通報に関する秘密保持の徹底 

通報の処理に従事する職員は、通報に関し職務上知り得た秘密を保持しなければなら
ない。 

５  通報 
  (１)  通報は、面談、電話、郵便、ファクシミリ又は電子メールにより行うものとする。 

(２)  通報に当たっては、通報の信頼性を確保するとともに、通報に基づく調査を的確
に行うため、原則として氏名及び連絡先を明らかにしなければならない。 

６  通報の処理 
  (１)  管理調達課長は、通報を受けたときは、速やかに別記第１号様式により通報内容 

を記録するものとする。 
  (２)  管理調達課長は、通報対象事実の内容を検討し、受理したときはその旨を、受理  

しないときはその旨及びその理由を、通報者に対し遅滞なく通知又は連絡しなければ  
ならない。ただし、当該通報者が特に通知を希望しない場合は、この限りでない。 

  (３)  管理調達課長は、匿名による通報については、原則として受理しないが、証拠資 
料の添付等により信頼性が高いと認められる場合は、個別に対応を検討する。 

  (４)  管理調達課長は、通報を受理したときは、別記第２号様式により熊本県会計規則
（昭和６０年規則第１１号）第２条第２号及び第３号で定める地方支出機関及び課局
の長（以下「関係所属長」という。）に通報対象事実の内容の調査を依頼する。 

  (５)  関係所属長は、事実関係についての調査を行い、管理調達課長に別記第３号様式  
により速やかにその結果を報告するものとする。 

  (６) 管理調達課長は、（５）の調査の結果通報対象事実の内容が真実であると判明し
た場合には、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平
成１４年熊本県告示第８１１号）により処理するものとする。 

  (７)  管理調達課長は、通報によって、職員等が業者に不適正な事務処理を行わせた事 
実が明らかになった場合は、人事担当課長に報告するものとする。 

７ 通報者の責務及び保護 
  (１)  通報を行う者は、他人の正当な利益又は公共の利益を害することのないよう努め 

なければならない。 
  (２)  通報者は、通報を行ったことを理由として、県（企業局及び病院局を除く。）が

締結する契約においていかなる不利益な取扱いも受けない。 
  (３)  通報者は、通報を行ったことを理由として不利益な取扱いを受けたときは、管理  

調達課長にその旨を申し出ることができる。 
  (４)  管理調達課長は、（３）に規定する申出を受けた場合は、必要な措置を講じるも

のとし、その結果を通報者に通知するものとする。 
８ 関係事項の公表 

通報に関する情報は、非開示とする。 
 
   附 則  
１ この要綱は、平成２１年８月１日から施行する。 
２ この要綱は、施行の日以後に締結された契約に係るものについて適用する。 
 
別記第１号様式 
                                                            年  月  日 
 
                      不適正な事務処理に関する通報記録書 
                                      記録者 職名    氏名 

通報日時       年   月   日    時   分 

通報の方法   面談・電話・郵便・ファクシミリ・電子メール 

 氏   名  

 職業・所属等  

 

通 

 

 
  住所  
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電話番号  

ＦＡＸ番号  

報 

 

 

者 

 連 

 

 絡 

 

 先 メールアドレス  

通報内容 

 

  

 

 
別記第２号様式 
  
                                                               管調秘第     号 
                                                                 年 月 日 
 
  （関係所属長）様 
 
                                                         管理調達課長 
 
      不適正な事務処理に係る通報内容の調査について（依頼） 
 このことについて、別添（別記第１号様式）のとおり通報がありましたので、熊本県物
品調達及び業務委託等に関する不適正な事務処理に係る通報要綱６（４）により通報対象
事実の内容の調査を依頼します。 
 つきましては、同要綱６（５）により事実関係の調査を行い、その結果について報告願
います。 
 
 
別記第３号様式 
  
                                                                ○秘第     号 
                                                                 年 月 日 
 
  管理調達課長  様 
 
                                                         （関係所属長） 
 
   不適正な事務処理に係る通報内容の調査結果について（報告） 
       年 月 日付け管調秘第    号で依頼のあったこのことについて調査した結果
は、下記のとおりでした。 
                                      記 

 調査実施日時 

  

 場所 

 調査者 

         年  月  日          時   分から 

                                    時   分まで 

 

     職    氏名 

業者 所在地 

商号又は名称 

代表者名 

調 

 

査 

 

対 

 

象 

職員等 所 属 名      

職   名 

氏   名 

調査結果 
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熊本県告示第７２１号 
 熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領の一部を改正する要
領を次のように定める。 
  平成２１年７月３１日   
                                                熊本県知事 蒲 島  郁 夫 
      熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領の一部を改正す 
   る要領 
  熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成１４年熊本県
告示第８１１号）の一部を次のように改正する。 
  第１条中「競争入札参加者の資格を有する者」を「物品購入契約等及び業務委託契約に
係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成１８年熊本県告示第５２１号）第５条第
２項の規定により入札参加資格を有すると決定された者」に、「指名停止処分」を「指名
停止を行う要件」に改め、「場合」の次に「及び入札参加資格を有すると決定されていな
い者（以下「入札参加資格を有しない者」という。）に発注停止を行う要件に該当する行
為があった場合」を加える。 
 第１３条を第１７条とする。 
 第１２条第１項中「該当するとき」の次に「又は入札参加資格を有しない者が別表第２
第５号に掲げる措置要件に該当するとき」を加え、同条に次の１項を加え、同条を第１６
条とする。 
３ 出納局長は、知事が入札参加資格を有しない者について第８条第１項の規定により発 
 注停止を行い、第９条第４項の規定により発注停止の期間を変更し、又は同条第５項の 
 規定により発注停止を解除したときは、直ちに、関係機関 (県の機関に限る。）の長に 
 通知するものとする。 
 第１１条を第１５条とし、第１０条を第１４条とし、第９条を第１３条とする。 
  第８条中「の指名停止」の次に「及び入札参加資格を有しない者の発注停止」を加え、
同条を第１２条とする。 
  第７条の次に次の４条を加える。 
 （発注停止） 
第８条 知事は、入札参加資格を有しない者が別表第２第５号に掲げる措置要件に該当す 

るときは、情状に応じて同号に定めるところにより期間を定め、当該入札参加資格を有 
しない者について発注停止を行うものとする。 

２  知事が発注停止を行ったときは、契約担当者は、物品及び業務委託契約等を締結する 
に際し、当該発注停止に係る入札参加資格を有しない者に新たに発注してはならない。 
ただし、やむを得ない事情があり、あらかじめ知事の承認を受けたときはこの限りでな 
い。 

  （発注停止の期間の特例） 
第９条 入札参加資格を有しない者が別表第２第５号の措置要件に係る発注停止の期間の

満了後１年を経過するまでの間（発注停止の期間中を含む。）に、同号の措置要件に該 
 当することとなった場合における発注停止の期間の短期は、同号に定める短期の２倍（当 
 初の発注停止の期間が１か月に満たないときは、１．５倍）の期間とする。 
２  知事は、入札参加資格を有しない者について情状酌量すべき特別の事由があるため、 

別表第２第５号及び前項の規定による発注停止の期間の短期未満の期間を定める必要が 
あるときは、発注停止の期間を当該短期の２分の１の期間まで短縮することができる。 

３ 知事は、入札参加資格を有しない者について、極めて悪質な事由があるため又は極め 
て重大な結果を生じさせたため、別表第２第５号の規定による長期を超える発注停止の 
期間を定める必要があるときは、発注停止の期間を当該長期の２倍の期間まで延長する 
ことができる。 

４  知事は、発注停止の期間中の入札参加資格を有しない者について、情状酌量すべき特 
別の事由又は極めて悪質な事由が明らかとなったときは、別表第２第５号及び前各項に 
定める期間の範囲内で発注停止の期間を変更することができる。 

５ 知事は、発注停止の期間中の入札参加資格を有しない者が、当該発注停止について責 
めを負わないことが明らかとなったと認めたときは、当該入札参加資格を有しない者に 
ついて発注停止を解除するものとする。 

 （発注停止の通知） 
第１０条 知事は、第８条第１項の規定により発注停止を行い、第９条第４項の規定によ 
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り発注停止の期間を変更し、又は同条第５項の規定により発注停止を解除したときは、 
当該入札参加資格を有しない者に対し遅滞なくそれぞれ様式第１号、様式第２号又は様 
式第３号により通知するものとする。ただし、知事が通知する必要がないと認めるとき 
は、通知を省略することができる。 

２ 知事は、前項の規定により発注停止の通知をする場合において、当該発注停止の事由 
が物品及び業務委託等契約に関するものであるときは、必要に応じて改善措置の報告を 
徴するものとする。 

  （発注停止に至らない事由に関する措置） 
第１１条 知事は、発注停止を行わない場合において、必要があると認めるときは、当該 

入札参加資格を有しない者に対し、書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行うことがで 
きる。 

  様式第１号から様式第３号までの規定中「第５条関係」を「第５条・第１０条関係」に、
「指名停止」を「（指名・発注）停止」に改める。 
  様式第４号中「第１２条関係」を「第１６条関係」に、「指名停止」を「（指名・発注）
停止」に改める。 
      附 則 
１ この要領は、平成２１年８月１日から施行する。 
２ この要領の施行の日前に行われた行為に対する本要領の適用については、なお従前の

例による。 
 

 
熊本県告示第７２２号 
 業務委託契約等に係る入札情報等の公表要領の一部を改正する要領を次のように定める。 
  平成２１年７月３１日   
                                                熊本県知事 蒲 島  郁 夫    
      業務委託契約等に係る入札情報等の公表要領の一部を改正する要領 
  業務委託契約等に係る入札情報等の公表要領（平成１４年熊本県告示第８０６号）の一
部を次のように改正する。 
 第４の１中「において、一般競争入札又は指名競争入札に付したもの」を削り、第４の
２を次のように改める。 
２ 公表する事項 
  (１)  競争入札に関して 

ア 入札者・落札者の商号又は名称及び入札・落札金額 
イ  物品の調達に係る予定価格         
ウ  樹木保護管理の委託に係る予定価格 

  (２)  随意契約（集中調達）に関して 
見積者・契約の相手方の商号又は名称及び見積・契約金額 

  (３)  随意契約（集中調達以外）に関して 
ア  契約の相手方の商号又は名称及び契約金額 
イ 契約金額が熊本県会計規則（昭和６０年規則第１１号）第９３条で定める額を超

えた場合は、随意契約により契約の相手方を決定した理由 
ウ  契約金額が熊本県会計規則第９５条第１項第３号で定める額を超えた場合は、２

人以上から見積書を取らずに随意契約により契約の相手方を決定した理由 
 第４の３の（１）中「２の（１）、（２）及び（３）」を「２の（１）ア及びイ並びに 
（２）」に改め、「落札者」の次に「又は契約の相手方」を加え、第４の３の（２）中「２
の（４）」を「２の（１）ウ」に改め、第４の３の（２）の次に次のように加える。 
 （３）２の（３）については、各四半期終了後に公表する。 
 第４の４中「各契約担当所属は、次の各号により公表する。」を削り、第４の４の（１） 
に次のただし書を加える。 
    ただし、当該競争入札が電子入札により行われた場合は電子入札システムにおいても 
 公表する。 
 第４の４の（２）中「２の（４）を」「２の（１）のウ」に改め、第４の４の（２）に 
次のただし書を加える。 
    ただし、当該競争入札が電子入札により行われた場合は電子入札システムにおいても 
 公表する。 
 第４の４（３）中「電子入札案件については、前各号及び」を「２の（２）及び（３）
については、」に改める。 
  第４の５中「入札日」の次に「（随意契約の場合は契約日）」を加える。 
      附 則 
 この要領は、平成２１年８月１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 
 
 
 
 
 
熊本県公告第４０８号 
 特定調達契約につき随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定
役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第１１条及び熊本県物品

 公  告 
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等又は特定役務の調達手続に関する規則（平成７年熊本県規則第５１号）第１１条第１項
の規定により次のとおり公示する。 
    平成２１年７月３１日 
                                         熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 随意契約に係る物品等の名称及び数量 
  抗インフルエンザウイルス薬（オセルタミビルリン酸塩製剤７５mg） 
  ７４２，０００カプセル 
２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 
  熊本県健康福祉部健康危機管理課新型インフルエンザ対策班 
  郵便番号８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
３ 随意契約の相手方を決定した日 
  平成２１年６月３０日 
４ 随意契約の相手方の氏名及び住所 
  中外製薬株式会社 
  東京都北区浮間五丁目５番１号 
５ 随意契約に係る契約金額 
  １４３，０４２，７６０円（うち消費税及び地方消費税の額６，８１１，５６０円） 
６ 契約の相手方を決定した手続 
  随意契約 
７ 随意契約の理由 

国の「新型インフルエンザ行動計画」に基づき都道府県において抗インフルエンザウ 
イルス薬の備蓄を行うに当たっては、厚生労働省と国内の抗インフルエンザウイルス薬 
（オセルタミビルリン酸塩製剤７５mg）の独占輸入業者である中外製薬株式会社との間 
の協議により、行政備蓄分については中外製薬株式会社から直接購入することとされて 
おり、これにより調達の相手方が特定されていることから、地方公共団体の物品等又は 
特定役務の調達手続の特例を定める政令第１０条第１項第１号の規定に該当するため 
 

 
熊本県公告第４０９号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年７月３１日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
    （７工区） 

菊池郡大津町美咲野三丁目１７２９番９、同１７２９番１２、同１７２９番１３、同
１７４３番３、同１８０９番９、同１８０９番１０、同１８３７番７、同１８３７番８、
同１８４４番３、同１８４５番３、同１８４７番１０、同１８４８番４、同２２８４番
３４、同２２８４番３５、同２２９４番２０、同２３０３番２、同２３０３番３、同２
３０３番６、同２３０３番７、同２３０３番８、同２３０３番９、同２３０３番２３の
一部、同２３０３番３１、同２３０３番３２、同２３０５番６、同２３５６番２、同２
４１１番２、同２４１１番５、同２４１２番１、同２４１２番７、同２４１２番９、同
２４１２番１０、同２４１２番１１、同２４１２番１２、同２４１２番１４、同２４１
２番１５、同２４１２番１６、同２４１２番１７、同２４１２番１８、同２４１２番１
９、同２４１２番２１、同２４１２番２２、同２４１２番２３、同２４１２番３５、同
２４１２番４２、同２４１２番４３、同２４１３番２、同２４１３番３、同２４１４番
３、同２４１４番４、同２４１４番５、同２４１４番８、同２４１４番９、同２４１４
番１０、同２４１６番１２、同２４１６番１４、同２４１６番１５、同２４１８番２、
同２４２４番２、同２４２４番３、同２４２５番７、同２４２５番８、同２４２６番４、
同２４２６番５、同美咲野四丁目１７２９番１の一部、同１７２９番１１の一部、同１
８０８番９の一部、同１８０９番５、同１８３７番１の一部、同１８３７番３の一部、
同１８３７番４、同２２８４番５、同２４２６番１、同２４２６番３、同１７８４番２
及び里道 

２９，６６４．５８平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 

福岡市博多区博多駅前３丁目２５番２１号 
九州旅客鉄道株式会社 
東京都港区虎ノ門１丁目２０番１０号 
西松建設株式会社 
東京都港区芝浦１丁目２番３号 
清水建設株式会社 

 
 
熊本県公告第４１０号 
 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第７条第１項の規定によ
り大津町の農業振興地域の区域を次のとおり変更したので、同条第２項において準用する
同法第６条第５項の規定により公告する。 
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  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 農業振興地域名 
  大津農業振興地域 
２ 区域の範囲 

大津町大字錦野、瀬田、大林、吹田、森、陣内、町、下町、中島、灰塚、新、室、引
水、杉水、矢護川、平川、高尾野、古城、外牧、岩坂、大津及び真木の一部（別図に定
める範囲） 

３ 区域の規模 

新 ８，６５３ヘクタール  

     旧 ８，７５７ヘクタール 

（別図省略） 
４ 区域を変更する理由 
  大津都市計画用途地域拡大に伴い、今後、農業振興を図ることが相当とは認められな 
 いため、農業振興地域を縮小する。 
５ 関係図面 
  熊本県農林水産部農村・担い手支援課及び大津町農政課にて縦覧に供する。 

 
 
熊本県公告第４１１号 
 阿蘇市に事務所を置く阿蘇土地改良区の役員が次のとおり就任した旨の届出があったの
で、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により公告する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫   

 役職名     氏   名    住  所 

就任 

 理事 

 

 坂口 静義 

 

  阿蘇市跡ヶ瀬４２６番地１ 

 
 

 
熊本県公告第４１２号 
 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に基づき、県営阿
蘇やまなみ２期地区（中新井手２工区）土地改良事業（農業用用排水施設）の計画を変更
したので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定に基づき公告し、土地
改良事業計画書の写しを次のように縦覧に供する。 
 この土地改良事業計画につき異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して
１５日以内に異議申立てをすることができる。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 縦覧に供する書類 

変更後の県営阿蘇やまなみ２期地区（中新井手２工区）土地改良事業（農業用用排水
施設）計画書の写し 

２ 縦覧期間 
平成２１年８月３日から平成２１年８月２８日まで 

３ 縦覧場所 
産山村役場 

 
 
熊本県公告第４１３号 
 県有財産を次のとおり売却する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 物件の表示 
    所在 菊池市野間口字中谷４８８番１３ 
    地目 宅地   地積 １，９９３．３１平方メートル 
   最低売却価格 １８，２００，０００円 
２ 入札参加資格 
    次のいずれかに該当する者は、この入札に参加できない。 
  (１)  当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
  (２) 破産者で復権を得ない者 
 (３) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号に掲げ 
   る者で、当該各号に該当する事実があった後２年を経過していないもの 
 (４) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７条）第２ 
   条第２号に規定する暴力団等であるとして熊本県警察本部から排除要請があった者 
３ 入札参加要領・契約条項を示す場所 
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    熊本市水前寺六丁目１８番１号 熊本県総務部管財課 ０９６－３３３－２１２２ 
４ 入札期日及び場所 
   平成２１年９月９日（水）午前１０時３０分 
  菊池市隈府１２７２番１０ 
    熊本県菊池総合庁舎３階 大会議室 
５ 開札期日 入札終了後即時 
６ 入札参加申込書 
  入札に参加しようとする者は、次により所定の入札参加申込書を提出しなければなら 
 ない。 
 (１) 提出方法 持参又は郵送による。 
 (２) 提出期限 平成２１年９月２日（水）午後５時 
               （郵送の場合は提出期限までに必着） 
 (３) 提出先  熊本市水前寺六丁目１８番１号 熊本県総務部管財課 
７ 入札保証金 

入札に参加しようとする者は、入札金額の１００分の５以上の金額を納付するものと
する。この場合において、納付は、現金又は銀行が振り出し、若しくは支払保証をした
小切手により行わなければならない。なお、落札者が契約を締結しないときは、熊本県
に帰属する。 

８ 契約締結期限 
    平成２１年９月２５日（金）午後５時 
９ 契約保証金 
    契約しようとする者は、契約金額の１００分の１０以上の金額を契約と同時に納付す 
 るものとする。この場合において、納付は、現金又は銀行が振り出し、若しくは支払保 
 証をした小切手により行わなければならない。 
10 その他 
  (１) 売買代金納入期限 契約締結日から３０日以内 
  (２) 契約締結場所 別途指定する。 
 (３) 入札参加者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令、熊 
   本県財産条例（昭和３９年熊本県条例第２３号）、熊本県会計規則（昭和６０年熊 
   本県規則第１１号）、入札参加要領等を承知のうえ、入札するものとする。 
 (４) 問い合わせ先 
        熊本県総務部管財課（電話０９６－３３３－２１２２） 

 
 
熊本県公告第４１４号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
    平成２１年７月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
    菊池郡菊陽町大字久保田字下原２７３５番１及び同２７３３番４ 
    ２，０９４．１３平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  熊本市健軍二丁目１８番２６号 
  熊本入大株式会社 

 
 
熊本県公告第４１５号 
 次のとおり一般競争入札に付する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 競争入札に付する事項 
（１） 調達役務名 

熊本県情報ギガハイウェイ用幹線系通信回線サービスの調達 
（２） 調達役務の内容等 

４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 
（３） 調達役務の利用期間 

平成２２年３月１日から平成２５年３月３１日までの３７か月間 
ただし、施設の閉鎖等により止むを得ない場合は、期間内に利用を中止する場合

がある。 
（４） 納入場所 

熊本県庁、熊本県各地域振興局（菊池地域振興局、上益城地域振興局を除く。） 
詳細は、４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 

（５） 入札金額 
入札書に記載する金額は、１月当たりの回線使用料とする（回線使用料には初期

費用及び工事費用を含む。）。 
なお、落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パーセ
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ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額により入札すること。 

（６） 最低制限価格等の設定 
本競争入札には、最低制限価格を設けていない。 

（７） その他 
ア 本競争入札は、電子入札システムを利用して行う電子入札対象案件であるが、紙

入札による参加もできる。ただし、電子入札システムに利用者登録が完了している
者は、電子入札によるものとする。 

イ 本競争入札は、競争入札参加資格確認のため、入札前に３に記載する競争入札参
加確認申請書及び確認資料の提出が必要な入札である。 

２ 入札参加者の資格に関する事項 
次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 

（１） 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（ 
平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、有
資格者として営業種目「情報処理業務（情報システム全般の設計、維持管理）」に
登録された者で、電気通信事業法の規定に基づく登録又は届出に関する手続を行っ
ている電気通信事業者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者は、次により入札参加資格審査の申請を行うこ
と。 

ア 審査申請の受付期間 
公告の日から平成２１年８月１４日(金)までの日（閉庁日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時までに提出すること。 
ただし、受付期間の終了後も入札書締切予定日時まで随時受け付けるが、この場

合には、資格審査が入札に間に合わないことがある。 
イ 審査申請書の提出先及び問い合わせ先 

熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 

ウ 申請の方法 
要綱に定める「競争入札参加資格審査申請書」に必要書類を添付し、持参又は郵

送により提出すること。 
なお、申請様式及び提出書類の詳細については、熊本県ホームページの「申請書

様式ダウンロード」のページで確認することができる。 
エ 資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
（２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行っ

た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受
ていること。 

（３） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ
た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受
けていること。 

（４） 入札及び開札の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名
停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期間中でな
いこと。 

（５） 要求仕様書の内容を満たしていること。 
３ 入札参加のための確認申請 

本競争入札に参加を希望する者は、２の（２）から（５）までに示す要件を満たして
いるかの確認を受けるため、次により「競争入札参加資格確認申請書」及び確認資料（以
下「申請書等」という。）を提出しなければならない。 

なお、期限までに申請書等を提出しない者及び確認の結果要件を満たしていないと認
められた者は、本競争入札に参加することができない。 

（１） 提出方法及び提出場所 
ア 電子入札システムによる入札参加の場合 

申請書等を電子入札システムにより提出すること。 
なお、確認資料の容量が１ＭＢを超える場合には、４の（１）に示す場所に持参

又は郵送（書留郵便に限る。）することとし、持参又は郵送する書類の目録を電子
入札システムで提出すること。 

イ 紙入札方式による入札（書面による入札をいう。以下同じ。）参加の場合 
申請書等を４の（１）に示す場所に持参又は郵送すること。 
なお、郵送の場合は、提出期間内に必着すること。 

（２） 提出期間 
公告の日から平成２１年８月２８日（金）の午後５時まで（閉庁日を除く。）に

提出すること。 
（３） 確認結果の通知 

確認の結果は、「競争入札参加資格確認結果通知書」により通知する。 
４ 入札執行の日時、場所等 
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（１） 契約条項を示す場所 
熊本県地域振興部情報企画課電子県庁管理班（県庁行政棟新館９階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２１４３ 
ファックス番号 ０９６－３８１－８２１１ 

（２） 要求仕様書等 
ア 閲覧（交付）の期間 

公告の日から平成２１年９月１０日（木）まで（閉庁日を除く。）の午前８時３
０分から午後５時までとする。 

イ 閲覧（交付）の場所 
電子入札システムホームページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告等情

報）にて閲覧又は４の（１）に記載する場所で交付する。 
（３） 入札の日時及び場所 

ア 電子入札システムによる入札 
３の（３）記載の確認結果の通知を受けた時から平成２１年９月１０日（木）午

後５時までに入札すること。 
イ 紙入札方式による入札 
（ア）日時 平成２１年９月１１日（金）午後１時３０分 
（イ）場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 

熊本県地域振興部情報企画課（県庁行政棟新館９階） 
（４） 開札の日時及び場所 

４の（３）のイに同じ。 
（５） 再度の入札 

開札後、落札者がない場合は再入札を行う。 
再入札を行う場合、電子入札により入札書を提出した者については、再入札の通

知を受けた時から平成２１年９月１１日（金）午後２時３０分までに電子入札シス
テムにより入札すること。 

５ 入札方法等 
（１） 入札方法 

ア 電子入札システムによる入札の場合 
４の（３）のアの締切日時までに電子入札システムにより入札書を提出すること。 
ただし、入札参加者側のシステム障害等のやむを得ない事情があり、入札書受付

締切予定日時までに「熊本県電子入札システム紙入札移行承認願」を４の（１）に
示す場所に提出し、県（契約担当者）から承認を受けた場合は、イの紙入札方式に
よる入札によるものとする。 

イ 紙入札方式による入札の場合 
「入札書」により作成し、４の（３）のイの日時及び場所に持参し、提出するこ

と。 
ただし、代理人をして入札するときは、「委任状」を入札書と同時に提出するこ

と。 
なお、郵送を認めるが、次の事項に留意のうえ、必ず平成２１年９月１０日（木）

までに４の（１）に記載する場所に必着するよう郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。 

（ア）封筒は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」を、中封筒に「調
達役務の名称」及び「開札日時」を朱書きすること。 

（イ）再入札を予想する場合は、中封筒に「再入札書」、「調達役務の名称」及び「開
札日時」を朱書きし、同封すること。 

（２） 開札の方法 
開札は、電子入札システムにおいて行う。 
ただし、紙入札方式による入札をした者がいる場合は、入札に参加した者又はそ

の代理人の立会いのもとに行うものとする。この場合において、入札に参加した者
又はその代理人が立ち会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わ
せてこれを行う。 

（３） 入札の回数 
入札回数は２回までとする。開札後、落札者がない場合は、再入札を行う。 
なお、再入札書の締切日時までに再入札書を提出しなかった者及び紙入札方式に 

よる入札により入札書を郵送した者で再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退
したものとみなす。 

（４） 落札者の決定方法 
有効な入札書を提出した者で予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込

みをしたものを落札者とする。 
なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、電子入札シス

テムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 
（５） 無効の入札 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
ア 競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
イ 紙入札方式による入札において、委任状を提出しない代理人のした入札 
ウ 紙入札方式による入札において、記名押印を欠く入札 
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エ 紙入札方式による入札において、金額を訂正した入札 
オ 紙入札方式による入札において、誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
カ 紙入札方式による入札において、同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又

は２人以上の代理をした者の入札 
キ 紙入札方式による入札において、２以上の意思表示をした入札 
ク 紙入札方式による入札において、くじ番号の記入がない入札 
ケ 電子入札システムによる入札において、入札、見積及び契約権限のない者のＩＣ

カードを使用して提出された入札 
コ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札

執行者が認めた場合の入札 
サ 明らかに連合によると認められる入札 
シ その他入札に関する条件に違反した入札 

（６） 入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公
正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ
せず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 

（７） 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
（８） その他 

委託業務仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得
（昭和３９年熊本県告示第４２０号）及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託契
約等）運用基準の規定を準用する。 

６ 契約の締結 
（１） 契約書作成の要否 

要 
（２） 契約の締結期限 

落札者決定の日から１４日以内とする。 
（３） 落札者からの契約締結の申出期限 

落札者決定の日から７日以内とする。 
７ 入札保証金及び契約保証金 
（１） 入札保証金 

免除する。 
（２） 契約保証金 

契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分
の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに
該当するときは、契約保証金の納付が免除される。 

ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被
保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を
提出したとき。 

イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する
事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ
れらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者が、契約
を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 

８ その他 
（１） 入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする。 
（２） 本一般競争入札公告は、入札説明書を兼ねる。 
（３） 本競争入札は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を

受ける。 
９ Ｓｕｍｍａｒｙ 
（１） Ｎａｍｅ ａｎｄ ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 

”Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｇｉｇａ Ｈｉｇｈｗａｙ” 
Ａ ｃｏｍｐｌｅｔｅ ｎｅｔｗｏｒｋ ｆｏｒ ｎｅｗｓ ａｎｄ ｃｏｍｍ
ｕｎｉｃａｔｉｏｎ ｔｏ ｓｅｒｖｉｃｅ Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃ
ｔｕｒｅ 

（２） Ｌｏｃａｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 
Ｓｅｅ ｂｉｄ ｅｘｐｌａｎａｔｉｏｎ ｆｏｒｍ 

（３） Ｄａｔｅ ａｎｄ ｐｌａｃｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏ
ｐｏｓａｌ 
Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ １１，２００９ １：３０ｐｍ 
Ｒｏｏｍ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ 
Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 

（４） Ｄｅａｄｌｉｎｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ 
ｂｙ ｍａｉｌ 
Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ １０，２００９ 

（５） Ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｔｏ ｂｅ ｕｓｅｄ ｆｏｒ
ｂｉｄｄｉｎｇ 
Ｊａｐａｎｅｓｅ ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｏｎｌｙ 

（６） Ｎａｍｅ ｏｆ ｔｈｅ ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｉｎ ｃｈａｒｇｅ ｏｆ 
ｔｈｉｓ ｂｉｄｄｉｎｇ ｃｏｎｔｒａｃｔ 
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Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ＆ Ｐｌａｎｎｉｎｇ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ， 
Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ Ｒｅｇｉｏｎａｌ ＆ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 
Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 
６－１８－１ 
Ｓｕｉｚｅｎｊｉ，Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｃｉｔｙ， 
Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒｅ，８６２－８５７０ Ｊａｐａｎ 
Ｐｈｏｎｅ：０９６－３３３－２１４３ Ｅｘｔ．３０８４ 

 
 
熊本県公告第４１６号 
 次のとおり一般競争入札に付する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 競争入札に付する事項 
（１） 調達役務名 

①熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（県庁ＮＯＣブロック） 
②熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（宇城ＡＰブロック） 
③熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（玉名ＡＰブロック） 
④熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（鹿本ＡＰブロック） 
⑤熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（阿蘇ＡＰブロック） 
⑥熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（八代ＡＰブロック） 
⑦熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（芦北ＡＰブロック） 
⑧熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（球磨ＡＰブロック） 
⑨熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（天草ＡＰブロック） 
⑩熊本県情報ギガハイウェイ用支線系通信回線サービス（県外ブロック） 

（２） 調達役務の内容等 
４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 

（３） 調達役務の利用期間 
平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までの３６か月間 
ただし、施設の閉鎖等により止むを得ない場合は、期間内に利用を中止する場合

がある。 
（４） 納入場所 

熊本県庁、熊本県各地域振興局、県の出先機関及び県立学校等 
詳細は、４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 

（５） 入札金額 
入札は各ＡＰブロック毎に実施するものとし、入札書に記載する金額は、１月当

たりの回線使用料とする（回線使用料には初期費用及び工事費用を含む。）。 
なお、落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パーセ

ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額により入札すること。 

（６） 最低制限価格等の設定 
本競争入札には、最低制限価格を設けていない。 

（７） その他 
ア 本競争入札は、電子入札システムを利用して行う電子入札対象案件であるが、紙

入札による参加もできる。ただし、電子入札システムに利用者登録が完了している
者は、電子入札によるものとする。 

イ 本競争入札は、競争入札参加資格確認のため、入札前に３に記載する競争入札参
加確認申請書及び確認資料の提出が必要な入札である。 

２ 入札参加者の資格に関する事項 
次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 

（１） 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（ 
平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、有
資格者として営業種目「情報処理業務（情報システム全般の設計、維持管理）」に
登録された者で、電気通信事業法の規定に基づく登録又は届出に関する手続を行っ
ている電気通信事業者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者は、次により入札参加資格審査の申請を行うこ
と。 

ア 審査申請の受付期間 
公告の日から平成２１年８月１４日(金)までの日（閉庁日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時までに提出すること。 
ただし、受付期間の終了後も入札書締切予定日時まで随時受け付けるが、この場

合には、資格審査が入札に間に合わないことがある。 
イ 審査申請書の提出先及び問い合わせ先 

熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 
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ウ 申請の方法 
要綱に定める「競争入札参加資格審査申請書」に必要書類を添付し、持参又は郵

送により提出すること。 
なお、申請様式及び提出書類の詳細については、熊本県ホームページの「申請書

様式ダウンロード」のページで確認することができる。 
エ 資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
（２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行っ

た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受
ていること。 

（３） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ
た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受
けていること。 

（４） 入札及び開札の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名
停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期間中でな
いこと。 

（５） 要求仕様書の内容を満たしていること。 
３ 入札参加のための確認申請 

本競争入札に参加を希望する者は、２の（２）から（５）までに示す要件を満たして
いるかの確認を受けるため、次により「競争入札参加資格確認申請書」及び確認資料（以
下「申請書等」という。）を提出しなければならない。 

なお、期限までに申請書等を提出しない者及び確認の結果要件を満たしていないと認
められた者は、本競争入札に参加することができない。 

（１） 提出方法及び提出場所 
ア 電子入札システムによる入札参加の場合 

申請書等を電子入札システムにより提出すること。 
なお、確認資料の容量が１ＭＢを超える場合には、４の（１）に示す場所に持参

又は郵送（書留郵便に限る。）することとし、持参又は郵送する書類の目録を電子
入札システムで提出すること。 

イ 紙入札方式による入札（書面による入札をいう。以下同じ。）参加の場合 
申請書等を４の（１）に示す場所に持参又は郵送すること。 
なお、郵送の場合は、提出期間内に必着すること。 

（２） 提出期間 
公告の日から平成２１年８月２８日（金）の午後５時まで（閉庁日を除く。）に

提出すること。 
（３） 確認結果の通知 

確認の結果は、「競争入札参加資格確認結果通知書」により通知する。 
４ 入札執行の日時、場所等 
（１） 契約条項を示す場所 

熊本県地域振興部情報企画課電子県庁管理班（県庁行政棟新館９階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２１４３ 
ファックス番号 ０９６－３８１－８２１１ 

（２） 要求仕様書等 
ア 閲覧（交付）の期間 

公告の日から平成２１年９月１０日（木）まで（閉庁日を除く。）の午前８時３
０分から午後５時までとする。 

イ 閲覧（交付）の場所 
電子入札システムホームページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告等情

報）にて閲覧又は４の（１）に記載する場所で交付する。 
（３） 入札の日時及び場所 

ア 電子入札システムによる入札 
３の（３）記載の確認結果の通知を受けた時から平成２１年９月１０日（木）午

後５時までに入札すること。 
イ 紙入札方式による入札 
（ア）日時 平成２１年９月１１日（金）午後１時３０分 
（イ）場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 

熊本県地域振興部情報企画課（県庁行政棟新館９階） 
（４） 開札の日時及び場所 

４の（３）のイに同じ。 
（５） 再度の入札 

開札後、落札者がない場合は再入札を行う。 
再入札を行う場合、電子入札により入札書を提出した者については、再入札の通

知を受けた時から平成２１年９月１１日（金）午後２時３０分までに電子入札シス
テムにより入札すること。 

５ 入札方法等 
（１） 入札方法 

ア 電子入札システムによる入札の場合 
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４の（３）のアの締切日時までに電子入札システムにより入札書を提出すること。 
ただし、入札参加者側のシステム障害等のやむを得ない事情があり、入札書受付

締切予定日時までに「熊本県電子入札システム紙入札移行承認願」を４の（１）に
示す場所に提出し、県（契約担当者）から承認を受けた場合は、イの紙入札方式に
よる入札によるものとする。 

イ 紙入札方式による入札の場合 
「入札書」により作成し、４の（３）のイの日時及び場所に持参し、提出するこ

と。 
ただし、代理人をして入札するときは、「委任状」を入札書と同時に提出するこ

と。 
なお、郵送を認めるが、次の事項に留意のうえ、必ず平成２１年９月１０日（木）

までに４の（１）に記載する場所に必着するよう郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。 

（ア）封筒は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」を、中封筒に「調
達役務の名称」及び「開札日時」を朱書きすること。 

（イ）再入札を予想する場合は、中封筒に「再入札書」、「調達役務の名称」及び「開
札日時」を朱書きし、同封すること。 

（２） 開札の方法 
開札は、電子入札システムにおいて行う。 
ただし、紙入札方式による入札をした者がいる場合は、入札に参加した者又はそ

の代理人の立会いのもとに行うものとする。この場合において、入札に参加した者
又はその代理人が立ち会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わ
せてこれを行う。 

（３） 入札の回数 
入札回数は２回までとする。開札後、落札者がない場合は、再入札を行う。 
なお、再入札書の締切日時までに再入札書を提出しなかった者及び紙入札方式に 

よる入札により入札書を郵送した者で再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退
したものとみなす。 

（４） 落札者の決定方法 
有効な入札書を提出した者で予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込

みをしたものを落札者とする。 
なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、電子入札シス

テムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 
（５） 無効の入札 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
ア 競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
イ 紙入札方式による入札において、委任状を提出しない代理人のした入札 
ウ 紙入札方式による入札において、記名押印を欠く入札 
エ 紙入札方式による入札において、金額を訂正した入札 
オ 紙入札方式による入札において、誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
カ 紙入札方式による入札において、同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又

は２人以上の代理をした者の入札 
キ 紙入札方式による入札において、２以上の意思表示をした入札 
ク 紙入札方式による入札において、くじ番号の記入がない入札 
ケ 電子入札システムによる入札において、入札、見積及び契約権限のない者のＩＣ

カードを使用して提出された入札 
コ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札

執行者が認めた場合の入札 
サ 明らかに連合によると認められる入札 
シ その他入札に関する条件に違反した入札 

（６） 入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公
正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ
せず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 

（７） 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
（８） その他 

委託業務仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得
（昭和３９年熊本県告示第４２０号）及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託契
約等）運用基準の規定を準用する。 

６ 契約の締結 
（１） 契約書作成の要否 

要 
（２） 契約の締結期限 

落札者決定の日から１４日以内とする。 
（３） 落札者からの契約締結の申出期限 

落札者決定の日から７日以内とする。 
７ 入札保証金及び契約保証金 
（１） 入札保証金 

免除する。 
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（２） 契約保証金 
契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分

の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに
該当するときは、契約保証金の納付が免除される。 

ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被
保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を
提出したとき。 

イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する
事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ
れらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者が、契約
を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 

８ その他 
（１） 入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする。 
（２） 本一般競争入札公告は、入札説明書を兼ねる。 
（３） 本競争入札は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を

受ける。 
９ Ｓｕｍｍａｒｙ 
（１） Ｎａｍｅ ａｎｄ ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 

”Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｇｉｇａ Ｈｉｇｈｗａｙ” 
Ａ ｃｏｍｐｌｅｔｅ ｎｅｔｗｏｒｋ ｆｏｒ ｎｅｗｓ ａｎｄ ｃｏｍｍ
ｕｎｉｃａｔｉｏｎ ｔｏ ｓｅｒｖｉｃｅ Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃ
ｔｕｒｅ 

（２） Ｌｏｃａｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 
Ｓｅｅ ｂｉｄ ｅｘｐｌａｎａｔｉｏｎ ｆｏｒｍ 

（３） Ｄａｔｅ ａｎｄ ｐｌａｃｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏ
ｐｏｓａｌ 
Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ １１，２００９ １：３０ｐｍ 
Ｒｏｏｍ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ 
Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 

（４） Ｄｅａｄｌｉｎｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ 
ｂｙ ｍａｉｌ 
Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ １０，２００９ 

（５） Ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｔｏ ｂｅ ｕｓｅｄ ｆｏｒ
ｂｉｄｄｉｎｇ 
Ｊａｐａｎｅｓｅ ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｏｎｌｙ 

（６） Ｎａｍｅ ｏｆ ｔｈｅ ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｉｎ ｃｈａｒｇｅ ｏｆ 
ｔｈｉｓ ｂｉｄｄｉｎｇ ｃｏｎｔｒａｃｔ 
Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ＆ Ｐｌａｎｎｉｎｇ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ， 
Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ Ｒｅｇｉｏｎａｌ ＆ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 
Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 
６－１８－１ 
Ｓｕｉｚｅｎｊｉ，Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｃｉｔｙ， 
Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒｅ，８６２－８５７０ Ｊａｐａｎ 
Ｐｈｏｎｅ：０９６－３３３－２１４３ Ｅｘｔ．３０８４ 

 
 
熊本県公告第４１７号 
 次のとおり一般競争入札に付する。 
  平成２１年７月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 競争入札に付する事項 
（１） 調達役務名 

熊本県情報ギガハイウェイ用インターネット通信回線サービスの調達 
（２） 調達役務の内容等 

４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 
（３） 調達役務の利用期間 

平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までの３６か月間 
（４） 納入場所 

熊本県庁 
詳細は、４の（２）に示す「要求仕様書」のとおり 

（５） 入札金額 
入札書に記載する金額は、１月当たりの回線使用料とする（回線使用料には初期

費用及び工事費用を含む。）。 
なお、落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パーセ

ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積
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もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額により入札すること。 
（６） 最低制限価格等の設定 

本競争入札には、最低制限価格を設けていない。 
（７） その他 

ア 本競争入札は、電子入札システムを利用して行う電子入札対象案件であるが、紙
入札による参加もできる。ただし、電子入札システムに利用者登録が完了している
者は、電子入札によるものとする。 

イ 本競争入札は、競争入札参加資格確認のため、入札前に３に記載する競争入札参
加確認申請書及び確認資料の提出が必要な入札である。 

２ 入札参加者の資格に関する事項 
次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 

（１） 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（ 
平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、有
資格者として営業種目「情報処理業務（情報システム全般の設計、維持管理）」に
登録された者で、電気通信事業法の規定に基づく登録又は届出に関する手続を行っ
ている電気通信事業者であること。 

なお、入札参加資格を有しない者は、次により入札参加資格審査の申請を行うこ
と。 

ア 審査申請の受付期間 
公告の日から平成２１年８月１４日(金)までの日（閉庁日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時までに提出すること。 
ただし、受付期間の終了後も入札書締切予定日時まで随時受け付けるが、この場

合には、資格審査が入札に間に合わないことがある。 
イ 審査申請書の提出先及び問い合わせ先 

熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 

ウ 申請の方法 
要綱に定める「競争入札参加資格審査申請書」に必要書類を添付し、持参又は郵

送により提出すること。 
なお、申請様式及び提出書類の詳細については、熊本県ホームページの「申請書

様式ダウンロード」のページで確認することができる。 
エ 資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
（２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行っ

た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受
ていること。 

（３） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ
た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受
けていること。 

（４） 入札及び開札の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名
停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期間中でな
いこと。 

（５） 要求仕様書の内容を満たしていること。 
３ 入札参加のための確認申請 

本競争入札に参加を希望する者は、２の（２）から（５）までに示す要件を満たして
いるかの確認を受けるため、次により「競争入札参加資格確認申請書」及び確認資料（以
下「申請書等」という。）を提出しなければならない。 

なお、期限までに申請書等を提出しない者及び確認の結果要件を満たしていないと認
められた者は、本競争入札に参加することができない。 

（１） 提出方法及び提出場所 
ア 電子入札システムによる入札参加の場合 

申請書等を電子入札システムにより提出すること。 
なお、確認資料の容量が１ＭＢを超える場合には、４の（１）に示す場所に持参

又は郵送（書留郵便に限る。）することとし、持参又は郵送する書類の目録を電子
入札システムで提出すること。 

イ 紙入札方式による入札（書面による入札をいう。以下同じ。）参加の場合 
申請書等を４の（１）に示す場所に持参又は郵送すること。 
なお、郵送の場合は、提出期間内に必着すること。 

（２） 提出期間 
公告の日から平成２１年８月２８日（金）の午後５時まで（閉庁日を除く。）に

提出すること。 
（３） 確認結果の通知 

確認の結果は、「競争入札参加資格確認結果通知書」により通知する。 
４ 入札執行の日時、場所等 
（１） 契約条項を示す場所 

熊本県地域振興部情報企画課電子県庁管理班（県庁行政棟新館９階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
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電話番号 ０９６－３３３－２１４３ 
ファックス番号 ０９６－３８１－８２１１ 

（２） 要求仕様書等 
ア 閲覧（交付）の期間 

公告の日から平成２１年９月１０日（木）まで（閉庁日を除く。）の午前８時３
０分から午後５時までとする。 

イ 閲覧（交付）の場所 
電子入札システムホームページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告等情

報）にて閲覧又は４の（１）に記載する場所で交付する。 
（３） 入札の日時及び場所 

ア 電子入札システムによる入札 
３の（３）記載の確認結果の通知を受けた時から平成２１年９月１０日（木）午

後５時までに入札すること。 
イ 紙入札方式による入札 
（ア）日時 平成２１年９月１１日（金）午後１時３０分 
（イ）場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 

熊本県地域振興部情報企画課（県庁行政棟新館９階） 
（４） 開札の日時及び場所 

４の（３）のイに同じ。 
（５） 再度の入札 

開札後、落札者がない場合は再入札を行う。 
再入札を行う場合、電子入札により入札書を提出した者については、再入札の通

知を受けた時から平成２１年９月１１日（金）午後２時３０分までに電子入札シス
テムにより入札すること。 

５ 入札方法等 
（１） 入札方法 

ア 電子入札システムによる入札の場合 
４の（３）のアの締切日時までに電子入札システムにより入札書を提出すること。 
ただし、入札参加者側のシステム障害等のやむを得ない事情があり、入札書受付

締切予定日時までに「熊本県電子入札システム紙入札移行承認願」を４の（１）に
示す場所に提出し、県（契約担当者）から承認を受けた場合は、イの紙入札方式に
よる入札によるものとする。 

イ 紙入札方式による入札の場合 
「入札書」により作成し、４の（３）のイの日時及び場所に持参し、提出するこ

と。 
ただし、代理人をして入札するときは、「委任状」を入札書と同時に提出するこ

と。 
なお、郵送を認めるが、次の事項に留意のうえ、必ず平成２１年９月１０日（木）

までに４の（１）に記載する場所に必着するよう郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。 

（ア）封筒は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」を、中封筒に「調
達役務の名称」及び「開札日時」を朱書きすること。 

（イ）再入札を予想する場合は、中封筒に「再入札書」、「調達役務の名称」及び「開
札日時」を朱書きし、同封すること。 

（２） 開札の方法 
開札は、電子入札システムにおいて行う。 
ただし、紙入札方式による入札をした者がいる場合は、入札に参加した者又はそ

の代理人の立会いのもとに行うものとする。この場合において、入札に参加した者
又はその代理人が立ち会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わ
せてこれを行う。 

（３） 入札の回数 
入札回数は２回までとする。開札後、落札者がない場合は、再入札を行う。 
なお、再入札書の締切日時までに再入札書を提出しなかった者及び紙入札方式に 

よる入札により入札書を郵送した者で再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退
したものとみなす。 

（４） 落札者の決定方法 
有効な入札書を提出した者で予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込

みをしたものを落札者とする。 
なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、電子入札シス

テムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 
（５） 無効の入札 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
ア 競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
イ 紙入札方式による入札において、委任状を提出しない代理人のした入札 
ウ 紙入札方式による入札において、記名押印を欠く入札 
エ 紙入札方式による入札において、金額を訂正した入札 
オ 紙入札方式による入札において、誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
カ 紙入札方式による入札において、同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又
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は２人以上の代理をした者の入札 
キ 紙入札方式による入札において、２以上の意思表示をした入札 
ク 紙入札方式による入札において、くじ番号の記入がない入札 
ケ 電子入札システムによる入札において、入札、見積及び契約権限のない者のＩＣ

カードを使用して提出された入札 
コ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札

執行者が認めた場合の入札 
サ 明らかに連合によると認められる入札 
シ その他入札に関する条件に違反した入札 

（６） 入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公
正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ
せず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 

（７） 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
（８） その他 

委託業務仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得
（昭和３９年熊本県告示第４２０号）及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託契
約等）運用基準の規定を準用する。 

６ 契約の締結 
（１） 契約書作成の要否 

要 
（２） 契約の締結期限 

落札者決定の日から１４日以内とする。 
（３） 落札者からの契約締結の申出期限 

落札者決定の日から７日以内とする。 
７ 入札保証金及び契約保証金 
（１） 入札保証金 

免除する。 
（２） 契約保証金 

契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分
の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに
該当するときは、契約保証金の納付が免除される。 

ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被
保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を
提出したとき。 

イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する
事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ
れらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者が、契約
を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 

８ その他 
（１） 入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする。 
（２） 本一般競争入札公告は、入札説明書を兼ねる。 
（３） 本競争入札は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を

受ける。 
９ Ｓｕｍｍａｒｙ 
（１） Ｎａｍｅ ａｎｄ ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 

”Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｇｉｇａ Ｈｉｇｈｗａｙ” 
Ａ ｃｏｍｐｌｅｔｅ ｎｅｔｗｏｒｋ ｆｏｒ ｎｅｗｓ ａｎｄ ｃｏｍｍ
ｕｎｉｃａｔｉｏｎ ｔｏ ｓｅｒｖｉｃｅ Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃ
ｔｕｒｅ 

（２） Ｌｏｃａｔｉｏｎ ｏｆ ｐｒｏｊｅｃｔ 
Ｓｅｅ ｂｉｄ ｅｘｐｌａｎａｔｉｏｎ ｆｏｒｍ 

（３） Ｄａｔｅ ａｎｄ ｐｌａｃｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏ
ｐｏｓａｌ 
Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ １１，２００９ １：３０ｐｍ 
Ｒｏｏｍ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ 
Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 

（４） Ｄｅａｄｌｉｎｅ ｔｏ ｓｕｂｍｉｔ ｂｉｄｄｉｎｇ ｐｒｏｐｏｓａｌ 
ｂｙ ｍａｉｌ 
Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ １０，２００９ 

（５） Ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｔｏ ｂｅ ｕｓｅｄ ｆｏｒ
ｂｉｄｄｉｎｇ 
Ｊａｐａｎｅｓｅ ｌａｎｇｕａｇｅ ａｎｄ ｃｕｒｒｅｎｃｙ ｏｎｌｙ 

（６） Ｎａｍｅ ｏｆ ｔｈｅ ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｉｎ ｃｈａｒｇｅ ｏｆ 
ｔｈｉｓ ｂｉｄｄｉｎｇ ｃｏｎｔｒａｃｔ 
Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ＆ Ｐｌａｎｎｉｎｇ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ， 
Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ Ｒｅｇｉｏｎａｌ ＆ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 
Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒａｌ Ｏｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｋｕｍａｍｏｔｏ 
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６－１８－１ 
Ｓｕｉｚｅｎｊｉ，Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｃｉｔｙ， 
Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｐｒｅｆｅｃｔｕｒｅ，８６２－８５７０ Ｊａｐａｎ 
Ｐｈｏｎｅ：０９６－３３３－２１４３ Ｅｘｔ．３０８４ 

 
 
熊本県公告第４１８号 
  大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定により平成２１
年２月２７日に行われた届出に対し、同法第８条第１項の規定により熊本市から意見書の
提出があったので、同条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該意見書
を縦覧に供する。 
  平成２１年７月３１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 
  ロッキー山ノ神店 
  熊本市山ノ神一丁目３３２９－１ほか 
２ 熊本市の意見の概要 
 （１） 駐輪場の計画について、現在の計画では牛深店での実測を参考に積算されている 
   が、熊本市の既存店舗、川尻店・御領店・島崎店・水前寺店の実測を参考にしてほ 
   しい。 
   （理由） 
    今回の予定店舗と牛深店では周辺の環境が大きく違い、自転車の利用が予測され 
   るため。 
 （２） 騒音については規制基準の遵守義務規定があり（騒音規制法第５条及び熊本県生 
   活環境の保全等に関する条例第４３条）、規制基準に適合しないことにより、周辺 
   の生活環境が損なわれた場合、改善勧告・命令の対象となります。（同法第１２条 
   及び同条例第４８条）。 
    冷凍室外機の配置場所について、敷地境界から距離をとるなど配慮すること。 
   （理由） 
    敷地境界の予測地点Ａ′、Ｂ′、Ｃ′及びＤ′で規制基準を超える騒音レベルが 
   予測されているため。 
３  意見書の縦覧場所及び縦覧期間 
    熊本県商工観光労働部商工政策課 
  平成２１年７月３１日から平成２１年８月３１日まで 
 
 
 
 
 
熊本県県立特別支援学校教育整備推進協議会公告第３号 
 第３回熊本県県立特別支援学校教育整備推進協議会の会議を、次のとおり開催する。 
 なお、当該会議の傍聴手続は、次のとおり。 
  平成２１年７月３１日 
                 熊本県県立特別支援学校教育整備推進協議会    
１ 日時 
  平成２１年８月１０日（月） 
  午前９時３０分から正午まで 
２ 場所 
  熊本市水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県庁本館５階審議会室 
３ 議題（予定） 
 (１) 保護者アンケートについて 
 (２) 「知的障がい者を教育する特別支援学校における児童生徒増加への対応」及び「重

度・重複障がい児童生徒の安全で安心な学習環境の整備」について 
 (３) その他 
４ 傍聴人の定員 
  １０人 
５ 傍聴手続 
  会議の傍聴手続は、午前９時００分から午前９時２０分まで会議の会場入口において

行い、協議会が認めたうえで、事務局の案内により会議の会場に入ることができる。 
  ただし、受付終了時点で定員を超える希望者があった場合は、抽選により傍聴者を決

定する。 
６ 問い合わせ先 
  熊本市水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県県立特別支援学校教育整備推進協議会事務局 
  （熊本県教育庁高校教育課特別支援教育室） 
  （電話 ０９６－３３３－２６８３ 内線６６５６）     

 登載依頼 
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熊本県教育委員会公告第１１号 
 特定調達契約につき、一般競争入札により落札者を決定したので、地方公共団体の物品
等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第１１条及び
熊本県物品等又は特定役務の調達手続に関する規則（平成７年規則第８０号）第１１条の
規定に基づき、次のとおり公示する。 
  平成２１年７月３１日 
                       熊本県教育長 山 本   生 
１ 落札に係る特定役務の名称及び数量 
  熊本県教育情報化推進事業に係るコンピュータ及び関連機器の借入 
  ア 教育用コンピュータ  ４８８セット 
    イ サーバ             １セット 
  ウ その他周辺機器及びソフトウェア 
２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 
  熊本県教育庁教育政策課広報・情報班 
  郵便番号  ８６２－８６０９ 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
３ 落札者を決定した日 
  平成２１年７月１６日 
４ 落札者の名称及び所在地 
  ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社熊本支店 
    熊本県熊本市水道町８番６号 
５ 落札金額（月額） 
  ９４２，６９０円（うち消費税及び地方消費税の額４４，８９０円） 
６ 契約の相手方を決定した手続 
  一般競争入札 
７ 入札公告日 
  平成２１年６月５日 

 
 
熊本県選挙管理委員会公告第１号 
  第４５回衆議院議員総選挙（小選挙区）における立候補手続等について、次のとおり説
明会を行います。 
    平成２１年７月３１日 
                                            熊本県選挙管理委員会           
                                                    委員長 柴 田 憲 保 
  １ 日 時 平成２１年８月５日（水）１３時３０分から 
 ２ 場 所 熊本県庁行政棟新館２階多目的ＡＶ会議室 
 ３ 対象者 候補者届出予定政党及び立候補予定者 
 ４ 問い合わせ先  
      熊本市水前寺六丁目１８番１号 

熊本県選挙管理委員会（熊本県総務部市町村総室選挙班） 
（電話 ０９６－３３３－２１０４） 

 
 


